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償 却 資 産 申 告  Ｑ ＆ Ａ 
 

Ｑ１ 償却資産の申告書が送られてきましたが、よくわかりません。何を申告すればよい 

か教えてください。  

Ａ１ 固定資産税の課税対象となる「償却資産」とは土地及び家屋以外の「事業の用に供するこ 

とのできる」資産で、その減価償却額又は減価償却費が法人税法又は所得税法の規定による

所得の計算上、損金又は必要経費に算入されるもの（これに類する資産で法人税又は所得税

を課されないものが所有するものを含む。）をいいます。 

ただし、鉱業権、漁業権、特許権その他の無形減価償却資産及び自動車税の課税対象であ

る自動車及び軽自動車税の課税対象である軽自動車等は除かれますのでご注意ください。 

事業をされている方、償却資産を所有されている方は、毎年 1月 1日現在に所有して 

いる償却資産の内容等について、その年の 1月 31 日までに申告する必要があります。  

実際に申告するにあたっては、法人の方は固定資産台帳や法人税申告書別表等を、個

人の方は所得税の確定申告書の減価償却明細、固定資産を管理している帳簿等をもとに、

申告してください。 

 償却資産は、種類別に主なものを例示すると次のようなものです。 

第１種 構築物（種類別明細書の資産の種類の記号→ １ ） 

  舗装路面、下水道工事、テニスコート、屋外プール、駐輪場、煙突、鉄塔、広告塔、 

貯水池、緑化施設、庭園、橋、軌道、門、塀、貯水槽 

その他土地に定着して設備された建物以外の建造物（土木設備又は工作物） 

第２種 機械及び装置（種類別明細書の資産の種類の記号→ ２ ） 

繊維、木材、印刷、化学工業、土石機械、電気機器等の製造工作機械及び装置、原動機、 

食料品製造加工機械及び装置、クレーン・ブルドーザー等の各種土木建設作業用機械、 

ポンプ等の各種汎用機械、駐車場の機械設備、太陽光発電設備、その他の機械装置 

第３種 船舶（種類別明細書の資産の種類の記号→ ３ ） 

貸ボート、ボート、はしけ、釣舟、漁船、貨客船、遊覧船、曳船等 

第４種 航空機（種類別明細書の資産の種類の記号→ ４ ） 

飛行機、飛行船、ヘリコプター、グライダー等 

第５種 車両及び運搬具（種類別明細書の資産の種類の記号→ ５ ） 

トレーラーハウス、自転車、リヤカー、構内運搬車、貨車、動力運搬具等、 

大型特殊自動車 

    ※自動車は原則、自動車税、軽自動車税等の課税対象となるものは除かれますが、 

      陸運局に登録されている登録番号の車種別番号が「９及び９０から９９まで」、 

「０及び００から０９」の大型特殊は自動車税の課税対象とされていませんので、

申告漏れのないよう注意してください。 

第６種 工具・器具及び備品（種類別明細書の資産の種類の記号→ ６ ） 

治具、取付工具、ロール、型、活字、切削工事等の工具、試験及び測定機器、検査工具、 

光学機器及び写真製作機器、理容又は美容機器、計算機、レジスター、机、椅子、 

複写機等の事務機器、陳列ケース、室内装飾品等の家具類、看板及び広告器具、 

自動販売機、焼却炉、パチンコ台等の遊具、貸植木、医療機器等 
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 また、償却資産の対象となる主な資産を業種別に例示しますと、次の表に揚げるとおりです。 

業  種 対象となる主な償却資産の例示 

共  通 

パソコン、コピー機、ルームエアコン、応接セット、キャビネット、 

レジスター、内部造作等、看板（広告塔、袖看板、案内板、ネオンサイ

ン）、自動販売機、舗装路面、その他 

製 造 業 
金属製品製造設備、食料品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、裁断機、

その他 

印 刷 業 各種製版機及び印刷機、裁断機、その他 

建 設 業 
ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト、大型特殊自動車、 

発電器、その他 

娯 楽 業 
パチンコ器、パチンコ器取付台（島工事）、ゲーム機、両替機、 

カラオケ、ボーリング場用設備、ゴルフ練習設備、その他 

料理飲食店業 テーブル、椅子、厨房用具、冷凍冷蔵庫、カラオケ、その他 

小 売 業 
陳列棚・陳列ケース（冷凍機又は冷蔵機付のものも含む）、日よけ、 

その他 

理容・美容業 理・美容椅子、洗面設備、消毒殺菌機、サインポール、その他 

医 (歯) 業 
医療機器（レントゲン装置、手術機器、歯科診療ユニット、ファイバー

スコープ等）、その他 

クリーニング業 
洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ボイラー、ビニール包装設備、 

その他 

不動産貸付業 
受・変電設備、中央監視制御装置、門・塀・緑化施設等の外構工事、 

駐車場等の舗装及び機械設備、その他 

駐車場業 
受・変電設備、機械式駐車場設備（ターンテーブル等）、駐車料金自動

計算装置、舗装路面、その他 

ガソリンスタンド 洗車機、ガソリン計量器、独立キャノピー、防壁、地下タンク、その他 

（注１） 償却資産の対象から除かれるもの 

・無形固定資産（鉱業権、営業権等） 

・自動車、原動機付自転車のように自動車税、軽自動車税の課税対象となるもの 

・耐用年数１年未満の償却資産 

・取得価額１０万円未満の償却資産で損金算入したもの 

・２０万円未満の償却資産で３年間の一括償却を選択したもの 

 

（注２） 下記に掲げる資産も申告対象となります。 

・福利厚生の用に供するもの 

・建設仮勘定で経理されている資産、簿外資産及び償却済資産であっても、賦課期日（１月

１日）現在において事業の用に供しているもの 

・遊休又は未稼働の償却資産であっても、賦課期日（１月１日）現在において事業の用に供

することができるもの 

・改良費（資本的支出・・・新たな資産の取得とみなし、本体と独立して取り扱います。） 

・家屋に施した建築設備・造作等のうち、受変電設備等、償却資産として取り扱うもの 

（該当する資産は構築物として申告してください。） 

・使用可能な期間が１年未満又は取得価額が 20 万円未満の償却資産であっても個別償却をし

ているもの 

・パソコン等の即時償却制度（パソコン税制）を適用し、即時償却した 100 万円未満のパソ

コン 

（注３） 次に該当する資産などで、地方税法の規定に該当するものは、非課税又は課税標準額 

の特例の適用を受ける場合がありますので、財務課税務係までお問い合わせください。 

●公害の発生を抑制する設備、●変送電設備、●太陽光発電設備、●エネルギー資源の

消費の節減に資する機械設備、●経営力向上計画に基づき取得する新規の機械装置 等 

なお、該当する場合は「固定資産税（償却資産）課税標準の特例適用申請書及び別途 

証明書等を提出していただきます。 
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Ｑ２ 申告を要する償却資産の範囲はどのようなものですか。 

Ａ２ 以下のとおりとなりますので、ご確認ください。 

（１）減価償却額又は減価償却費が損金又は必要経費に算入されるもの 

土地及び家屋以外の事業の用に供することのできる資産で、その減価償却額又は減価償却

費が法人税又は所得税法の規定による所得の計算上、損金又は必要経費に算入されているも

のはもとより、赤字決算のため減価償却を行なっていないなど、現実には算入されていない

ものであっても、本来損金又は必要経費に算入されるべきもの（償却が可能な資産）であれ

ば、固定資産税における償却資産としてすべて申告してください。 

  ア 簿外資産・償却済資産 

     簿外資産、寄贈によるもの又は法定の減価償却を終わって帳簿上は残存価格のみが 

計上されているものであっても、１月１日（以下「賦課期日」という。）現在、事業の

用に供することのできるものは全て申告してください。 

  イ 遊休未稼動の資産 

     稼動を中止しているものであっても、その中止期間中必要な維持補修が行われており

いつでも稼動し得る状態にあるものは申告してください。 

なお、課税対象となり得る資産であっても、購入後倉庫に保管されているような場合

のいわゆる貯蔵品と見られるものは、償却資産には含まれません。 

  ウ 減価償却を行っていない資産 

     赤字決算、配当政策、その他の事情により、現実に減価償却を行っていない資産であ

っても、本来減価償却が可能な資産であれば申告してください。 

 （２）建設仮勘定中の資産 

   建設仮勘定中で経理中の資産であっても、賦課期日現在にその一部又は全部が完成し、 

完成した部分が事業の用に供しているものについては、その事業の用に供している部分を 

申告してください。 

 （３）少額資産等 

   当該資産の使用可能年数が１年未満又はその取得価額（通常取引される単位ごとの価 

額）が１０万円未満のもので、その取得に要した経費の全部が法人税法又は所得税法の規 

定による所得の計算上、一時に損金又は必要経費に算入されたもの、取得価額が２０万円 

未満の資産で法人税法等の規定により事業年度ごとに一括して、３年間で損金（必要な経 

費）に算入されたもの（一括償却）は課税対象となりません。 

 ただし、使用可能な期間が１年未満又は取得価額が２０万円未満の償却資産であっても 

個別償却をしている資産は課税対象となりますので、申告をしてください。 

 また、租税特別措置法に規定する中小企業者等の少額資産の損金算入特例を適用した減 

価償却資産については課税対象となりますので、申告をしてください。 

（４）資本的支出 

    修理・改良費等、当該資産の使用可能期間を延長させ、資産価額を増加させる部分対 

応する金額（資本的支出）は申告してください。 

 （５）自動車等 

    自動車税の課税対象となっている車両に付属するクーラー、無線機については自動車 

と一体になるものであるため、課税対象とはなりません。 

 （６）建物等 

    固定資産税の対象とならない家屋（基礎のない簡易な建物、周壁のない建物など）を 

   事業の用に供していれば、対象となるので申告してください。 

（７）福利厚生の用に供する資産 

    従業員の福利厚生施設内にある器具・備品、構築物も申告の対象となります。 

（８）耐用年数を経過した資産 

    耐用年数を経過し、法定の減価償却を終え、残存価額のみ計上されている資産も 

申告の対象となります。 

 

Ｑ３ 償却資産の価格（評価額）や税額はどのように算出しているのですか。 

Ａ３ 価格（評価額）は、申告された内容から、個々の資産の取得時期、取得価格及び耐用年

数をもとに価格（評価額）を算出します。 
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                            耐用年数に応じた減価率 

●初年度価格（評価額）  ･･･取得価額 ×  １－    

                           ２ 
※減価残存率 

 

  ●次年度以降価格（評価額）･･･前年度評価額 × (１－減価率)※減価残存率 

 

※取得価額･･･原則として国税の取扱と同様です。 

※耐用年数･･･原則として国税における耐用年数表（財務省令）に掲げられている耐用年 

数を、資産の種類に応じて適用します。 

    ※減 価 率･･･耐用年数に応じて減価率が定められています。 

 

次に「課税標準額」を算出します。原則として価額（評価額）が課税標準額となりますが、 

課税標準の特例の適用を受けるものは、軽減後の額が課税標準額となります。 

 

税額は、この「課税標準額」に税率 1.4％を乗じて算出します。 

 ※実際の年税額は、他に所有されている固定資産（土地・家屋）の課税標準額を合算し、

固定資産の全体課税標準額×1.4％で算出されます。（端数調整あり） 

※耐用年数、減価率及び減価残存率は次のとおりです。 

なお、２０年以上の耐用年数についてはお問い合わせください。 

 

 

Ｑ４ 以前から申告していますが、ここ 1年間には資産の購入や廃棄が有りません。資産の

入れ替えが無い場合にも申告は必要ですか？  

Ａ４ 必要です。地方税法第３８３条の規定により、毎年１月１日現在の資産を１月末日ま

でに申告しなければなりません。 

 

Ｑ５ 南箕輪村には工場がありますが、本社は南箕輪村にはありません。償却資産の申告は

どこにすればいいですか？ 

Ａ５ 償却資産の申告は、資産が所在する市町村へ申告することになっていますので、南箕

輪村内の工場に設置している償却資産を南箕輪村へ申告してください。 

 

Ｑ６ 国税（法人税、所得税）における償却資産との違いはなんですか？ 

Ａ６ 償却資産に対する課税について、国税の取扱いと比較すると次のとおりです。 

耐用

年数 
減価率 

減価残存率  

耐用

年数 
減価率 

減価残存率 

前年中 

取得 

前年前 

取得 
 

前年中 

取得 

前年前 

取得 

2 0.684  0.658  0.316   12 0.175  0.912  0.825  

3 0.536  0.732  0.464   13 0.162  0.919  0.838  

4 0.438  0.781  0.562   14 0.152  0.924  0.848  

5 0.369  0.815  0.631   15 0.142  0.929  0.858  

6 0.319  0.840  0.681   16 0.134  0.933  0.866  

7 0.280  0.860  0.720   17 0.127  0.936  0.873  

8 0.250  0.875  0.750   18 0.120  0.940  0.880  

9 0.226  0.887  0.774   19 0.114  0.943  0.886  

10 0.206  0.897  0.794   20 0.109 0.945 0.891 

11 0.189  0.905  0.811       
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項     目 固 定 資 産 税 
国 税 

（法人税法・所得税法） 

償 却 計 算 の 期 間 暦年（賦課期日制度） 事業年度（決算期） 

減 価 償 却 の 方 法 定率法 
建物以外の一般の資産は、 

定率法、定額法の選択制度 

前 年 中 の 新 規 取 得 資 産 半年償却（１／２） 月割償却 

圧 縮 記 帳 の 制 度 適用なし 適用あり 

特 別 償 却 、 割 増 償 却 

（ 租 税 特 別 措 置 法 ） 
適用なし 適用あり 

増 加 償 却 

（ 所 得 税 、 法 人 税 ） 
適用あり 適用あり 

評 価 額 の 最 低 限 度 取得価額の１００分の５ １円（備忘価額） 

事 業 占 有 割 合 適用しない 適用する 

改 良 費 区分評価 原則区分、一部合算可 

 ※圧縮記帳は認められていませんので、国庫補助金等の圧縮額がある場合は、圧縮前の取得 

価額を記入してください。 

 

Ｑ７ 償却資産には建物附属設備という種類はありませんが、構築物との違いは？ 

Ａ７ 建物附属設備には家屋に含めるものと償却資産（構築物）として取り扱うものとがあ

りますが、現実には判別が困難な場合が多いものです。基本的には、構造上取り外すこ

とができるもので、しかもそのものの効用にしたがって他に転用でき、かつそのもの自

体に資産価値のあるものを構築物として取扱います。具体的な例は次のとおりです。 

償却資産（構築物）として取り扱う建物附属設備の例 

    ●ネオンサイン、スポットライト、投光器  ●電話交換機 

    ●屋外に設置された給水塔、ガスおよび水道の配管  ●煙突  ●発電設備 

    ●工場などの機械動力源である動力配線設備や生産用エレベーター・ベルトコンベア 

 

Ｑ８ テナント（建物の賃借人）が取り付けた設備の取扱いは？ 

Ａ８ 建物附属設備のうち、テナントが取り付けた設備（電気・給排水・空調設備など）や

内部造作で、事業用に使用している場合は、テナントが所有する償却資産として取扱い

ます。したがって、テナントが南箕輪村へ申告する必要があります。 

 

Ｑ９ リース資産の取扱いは？ 

Ａ９ リース会社などから借りている資産で、所有権がリース会社になっている場合は、特

定の場合を除き、原則としてリース会社より申告されますので、申告の必要はありませ

ん。しかし、割賦購入で代金の完済していない資産は申告の対象となります。「所有権

留保付割賦販売」として扱うリース取引の場合は、実質的所有権は賃借人にあることか

ら、賃借人（実質的な買主）が申告をしてください。 

 

Ｑ10 ２０万円未満の資産の取扱いは？ 

Ａ10 取得価額が２０万円未満の資産で次の場合は償却資産の申告の対象外となります。  

●耐用年数１年未満または取得価額１０万円未満の償却資産で、その資産の取得に要

した経費の全部が法人税法または所得税法の規定による所得の計算上、一時に損金

または必要な経費に算入されたもの 

●取得金額が２０万円未満の資産で一括償却を行なうもの 
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Ｑ11 法人の決算は３月末ですが、償却資産の申告は？ 

Ａ11 償却資産の申告は決算期にかかわらず、１月末日までに申告することとなっています。 

 

Ｑ12 法人の決算では減価償却を行っていませんが、償却資産の申告は？ 

Ａ12 固定資産（償却資産）の価格は適正な時価とされています。したがって、各法人・個

人の減価償却の有無に関わらず、すべての所有者を同じ条件のもとで価格を決定するこ

とになりますので、減価償却を行っていない場合も償却資産の申告は必要であり、1月 1

日現在の価格を決定します。 

 

Ｑ13 所有者が死亡した場合は、誰が申告すればいいですか？ 

Ａ13 相続人代表者へ申告書を送付しますので、相続人で協力して申告してください。 

納税通知書も相続人代表者へ送付しますので、相続人で協力して納付してください。 

●賦課期日である１月１日前に固定資産の所有者である個人が死亡した場合 

･･･相続手続きが完了するまでは、その固定資産は相続権者全員の共有に属するとさ

れるので（民法 898 条）、これらの者が「現に所有している者」として、固定資産

の所有者となります。この場合、共有物に対する固定資産税は、共有者（相続人）

が連帯して納付する義務を負うこととされています（地方税法第 10 条の 2）。 

   ●賦課期日後に固定資産の所有者である個人が死亡した場合 

･･･固定資産税の納税義務はその死亡した者に対して発生した後、相続人に当該納税

義務が承継されることとなります（地方税法第 9条）。 

●賦課期日（１月１日）現在で新たな所有者が決まっている場合は、申告書の「所 

有者」欄を訂正してください。 

 

Ｑ14 新たな機械装置等の投資に係る償却資産減額特例について教えてください。 

Ａ14 中小企業者が取得する新規の機械装置等について、一定の要件を満たした場合、該当

する償却資産の固定資産税額が軽減される特例です。詳細については、中小企業庁のホー

ムページをご参照ください。 

 

●中小企業等経営強化法に基づく「先端設備等導入計画」の認定を受けた場合 

■令和５年３月 31 日までに取得した場合 

対象者 資本金額 1億円以下の法人、従業員数 1,000 人以下の個人事業主等 

取得期間 先端設備等導入計画の認定日から令和５年３月 31日まで 

対象設備 

生産性向上に資する指標が旧モデル比で年平均 1％以上向上する次の設備 

【減価償却資産の種類（最低取得価格／販売開始時期）】 

◆機械装置（160 万円以上／10 年以内） 

◆測定工具及び検査工具（30万円以上／5年以内） 

◆器具備品（30 万円以上／6年以内） 

◆建物付属設備（60 万円以上／14 年以内）家屋と一体となって効果を果たすもの

を除く 

・生産、販売活動等の用に直接供されるものであること 

・中古資産でないこと 

特例 
当該設備に対して新たに固定資産税を課税させていただくこととなる年度から 3

年度分に限り、当該設備の課税標準額をゼロに軽減 

必要書類 

① 固定資産税にかかる課税標準額の特例適用申請書 

② 先端設備等導入計画認定申請書及び認定書の写し 

③ 工業会証明書の写し 

④ リース会社が申請する場合は、固定資産税軽減計算書及びリース契約書の写し 
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■令和５年４月１日以降に取得した場合 

対象者 資本金額 1億円以下の法人、従業員数 1,000 人以下の個人事業主等 

取得期間 先端設備等導入計画の認定日から令和７年３月 31日まで 

対象設備 

生産性向上に資する指標が旧モデル比で年平均 1％以上向上する次の設備 

【減価償却資産の種類（最低取得価格）】 

◆機械装置（160 万円以上） 

◆測定工具及び検査工具（30万円以上） 

◆器具備品（30 万円以上） 

◆建物付属設備（60 万円以上） 家屋と一体となって効果を果たすもの除く 

・生産、販売活動等の用に直接供されるものであること 

・中古資産でないこと 

特例 

①賃上げの表明無し（取得時期／減免期間／特例率） 

令和５年４月１日から令和７年３月 31日／３年間／1/2（1/2 軽減） 

②賃上げの表明有り 

令和５年４月１日から令和６年３月 31日／５年間／1/3（2/3 軽減） 

令和６年４月１日から令和７年３月 31日／４年間／1/3（2/3 軽減） 

必要書類 

① 固定資産税にかかる課税標準額の特例適用申請書 

② 先端設備等導入計画認定申請書及び認定書の写し 

③ 工業会証明書の写し 

④ リース会社が申請する場合は、固定資産税軽減計算書及びリース契約書の写し 

 

Ｑ15 太陽光発電設備は償却資産に該当しますか？また、申告の対象者は？ 

Ａ15 建物の屋根や地面に太陽光パネルを設置する場合など、事業用に設置した太陽光発電

設備は償却資産に該当します。対象設備は、パネル（家屋の屋根材として設置した場合

を除く。）・電気量計・パワーコンディショナー等の発電から売電に係る設備一式です。 

申告の対象者は、設置した方となります。借地等で発電事業を行なわれている場合、申

告対象者は地主ではなく事業主となります。 

   太陽光発電設備の申告については、以下を参照してください。 

 

■対象者 

設置者 申告が必要となる場合 

法人 
 事業の用に供している資産として、売電の有無にかかわらず償却資産申告

の対象となります。 

個人 

（個人事業主） 

 店舗やアパート、農業などを営む方が、その事業のために太陽光発電設備

を設置した場合は、事業の用に供している資産となります。売電の有無にか

かわらず申告の対象となります。 

個人 

 住宅の屋根や土地に定着した太陽光発電設備を売電事業の用に供している

場合は、償却資産として申告の対象となります。 

 売電事業用の資産となる目安は、余剰売電の場合は発電出力が 10kW 以上の

設備です。全量売電の場合は、発電出力にかかわらず、償却資産の対象とな

ります。 

 

■対象設備      太陽光発電パネル、架台、接続・表示ユニット、電力量計、 

パワーコンディショナーなど売電に係わる設備一式 

※既存の屋根の上にパネルを設置した場合は、パネルは家屋とは 

別評価になるため、償却資産の対象となります。 

※建物の屋根材自体が太陽光発電パネルの場合は、すでに建物の屋根 

として課税していますので、償却資産の対象外となります。 
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■税額の軽減措置   太陽光発電設備は『再生可能エネルギー発電設備』として、固定資産税

における課税標準額の軽減特例があります。 

 

●平成 30 年 4 月 1 日から令和６年 3月 31 日までに取得した場合 

対象設備 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブによる『再生可能エネルギー事業者支

援事業補助金』を受けている自家消費型太陽光発電設備が対象となります。 

※当補助を受けていることが特例の認定に必要となるため、従前の『固定価

格買取制度』による発電設備は対象外となります。 

適用期間及び 

適用割合 

 当該設備に対して新たに固定資産税を課税させていただくこととなる年度

から 3年度分に限り、当該設備の課税標準額を、1,000kW未満の場合 3 分の

2の額、1,000kW以上の場合 4 分の 3の額とします。 

必要書類 

① 固定資産税にかかる課税標準額の特例適用申請書 

② 一般社団法人 環境共創イニシアチブによる『再生可能エネルギー事 

業者支援事業補助金交付決定通知書』の写し 

③ 電気事業者が発行する『電力受給契約に関するお知らせ』または『系 

統連係契約書』の写し 

◎固定資産課税標準額の特例適用申請書は、南箕輪村のホームページ（固定資産税について・償

却資産の申告）から様式をダウンロードできます。 

 

Ｑ16 軽自動車税や自動車税を支払っている車両の扱いは？ 

Ａ16 原則、軽自動車税や自動車税を支払っている車両については償却資産の対象ではあり

ません。 

ただし、陸運局に登録されている車種別番号が「９及び９０から９９まで」、「０及び

００から０９まで」の大型特殊は自動車税の課税対象外ですので、償却資産となります。 

 

Ｑ17 課税標準額が１５０万円未満の償却資産は申告不要ですか？ 

Ａ17 免税点未満となり課税はされませんが、申告は必要です。 

 

Ｑ18 申告に協力しない場合はどうなりますか？  

Ａ18 正当な理由なく申告されない場合は過料を科せられ（地方税法第 386 条）、後日不足

税額に加えて延滞金を徴収されること（地方税法第 368 条）があります。 

 また、虚偽の申告には罰金を科せられること（地方税法第 385 条）があります。 

 なお、申告書受理後に実地調査（地方税法第 353 条及び第 408 条）を行なう場合もあ

りますので、その際はご協力をお願いします。 

 

Ｑ19 申告もれの資産が今年度の調査で発見されたが、今年度から修正になるのですか？ 

Ａ19 地方税法において、固定資産税の賦課決定は、法定納期限（固定資産税においては第

１期分の納期限をいいます（地方税法 14 条の９第１項）。）の翌日から起算して５年を経

過する日までできます。（地方税法第 17条の 5） 

   修正を行う方の大半は認識誤り等から生じた過去の申告誤りに起因するものですが、

過去から適正な申告を行い、適正に課税されている方との均衡及び課税の公平の観点か

ら、上記地方税法上どおりの取り扱いどおり、最長で５年の更正をさせていただき、不

足税額分の徴収または過納税額分の還付を行います。 

    ※令和６年４月 30 日までは、平成 31（令和元）年度分からを更正の対象とします。 

（平成 31年度分第 1期納期限（４月 30日）の翌日から起算して５年以内のため） 

※令和６年５月１日以降は、令和２年度分からが更正の対象となります。 

なお、虚偽の申告書を提出、二重帳簿の作成、質問検査に際しての虚偽の陳述等、偽

りその他不正行為によって税額を逃れた者に対する賦課決定は 7 年まですることができ

ます。 


